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中小企業等経営強化法に基づく導入促進基本計画の協議書 

 

 

   令和７年３月３日 

 

 

 関東経済産業局長 佐合 達矢 殿 

 

 

安中市長 岩井 均 

 

 

 

 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づき、別紙の導入促進基本計画の

同意を得たいので協議します。 

 

 

  



別紙 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

本市は、関東平野の北西部、群馬県の西部に位置し、長野県軽井沢町と隣接して

おり、交通は、北陸新幹線の安中榛名駅と上信越自動車道の松井田・妙義インター

があり、東京圏まで１時間程度で移動が可能な地域です。 

令和２年の国勢調査によると、本市の人口は５４，９０７人となっています。３

区分による内訳は、年少人口（０～１４歳）が５，５１０人（１０．１％）、生産年

齢人口（１５歳～６４歳）が２９，３３６人（５３．７％）、老年人口（６５歳以

上）が１９，７５３人（３６．２％）となっており少子化、高齢化が進んでおりま

す。本市の就業者総数（１５歳以上）は２７，７５５人で、産業別の内訳では第１

次産業が１，１６８人（４．２％）、第２次産業が９，６２９人（３４．７％）、第

３次産業が１６，９５８人（６１．１％）となっており、就業者数は製造業が７，

７０９人で、最も多くなっています。 

産業面では、古くから本市に立地している化学工業や亜鉛精錬業に併せ、プラス

チック成型、金属部品加工等を主体とした製造業も多く、近年では、卸売業・小売

業、建設業、運輸業等も増加傾向にあります。 

本市には中小企業が多く、これら企業が地域経済を担っており、本市において

も、中小企業等経営強化法第４９条第１項に基づく導入促進基本計画を策定し、生

産性を高めるための先端設備等の導入など前向きな投資に併せ、雇用者の賃上げも

促しながら、地域産業の成長の後押しを行っていくことが重要となっております。

企業の先端設備等の導入により、労働生産性の向上や業務における労務負担の軽減

を図り、持続可能な企業活動、産業の集積、新たな雇用の創出に繋がる支援を行っ

ていき、地域経済の更なる発展を目指していきます。 

 

（２）目標 

 

先端設備等導入計画の認定件数は、年間１０件以上を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関

する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 



２ 先端設備等の種類 

本市の産業は、製造業を中心として多種多様であるため、本計画において対象と

する設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全て

とする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

本市の産業は、多様な業種が広域に立地していることから、本計画の対象地域は

本市の全域を対象とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

本市では多様な産業、業種が市内の経済や雇用を支えており、本計画の対象業

種・事業は、全てを対象とする。ただし、売電を目的とした太陽光発電事業につい

ては、経済波及効果や雇用の増加、産業集積効果も希薄であるため、本計画の対象

となる業種・事業から除く。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

導入促進基本計画の計画期間は、国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～

令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

先端設備等導入計画の期間は、３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

・賃上げ表明のない取組は、先端設備等導入計画の認定の対象としない。 

・公序良俗に反する取組などが認められるものについては、先端設備等導入計画の

認定の対象としない。 

・認定申請時において市税の滞納がある者は、対象としない。 

・安中市暴力団排除条例（平成２４年安中市条例第２６号）第２条第３号に規定す

る暴力団員等は対象としない。 

・その他、市長が本計画の主旨を踏まえ、不適当と判断した先端設備等導入計画は

認定の対象としない。 


